
謝罪受容に対するパーソナリティ要因の検討： 実体信念と寛容性の効果

　時代や文化が違っても人々を悩ませてきた一つの問
題は社会的葛藤である。それは、暴力や差別などの社
会病理をもたらすだけでなく、ストレスを生み出して
当事者の健康を損なうなど個人病理の原因ともなって
きた。しかし、利害関心、価値観、信条、宗教、嗜
好、生活スタイルなどに関して人々の間に違いがある
以上、対立は避けられない。それ故、社会的葛藤をい
かに適切に解決するかは、社会安全のためだけでな
く、個人の社会適応と健康にとって重要な課題であ
る。

　研究者たちは、社会的葛藤の解決を左右する状況
的、個人的要因を明らかにしてきたが、彼らが分析の
対象としたのはほとんどの場合、対称的葛藤であった

（Bar-Tal, 2011/2012）。それは利害関心や認知的関心
が拮抗している状態で、当事者たちがそれぞれ自己の
目標実現を追及する過程で対立が発生し、葛藤となっ
ている状態である。こうした対称的葛藤においては、
研究者たちも実務家たちも交渉による統合的合意、あ
るいは納得ずくの妥協が適切な解決を導くとして、こ
れを推奨してきた（大渕, 2015a）。
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要　旨

　加害者と被害者から成る非対称的葛藤の解決において謝罪は重要な規定因である。謝罪は明示的、暗示的に加害者
による改善の誓いを含むので、被害者の謝罪受容はその誓いを信じるかどうかに依存する。我々は、実体信念の低い
人はそれを信じるので、彼らは実体信念の強い人よりも謝罪を受容するであろうと予測した。Web上で行われた役
割演技研究に参加した160名の日本人成人は、二つの葛藤エピソードを自分が被害者になったつもりで読んだ。加害
者から謝罪か正当化を受けた後、彼らはそれをどれくらい受容するか評定した。謝罪は正当化よりも受容されたが、
我々の予測通り、それは実体信念の強さによって調整されていた。即ち、実体信念の弱い参加者は強い参加者よりも
謝罪を受容したが、正当化の受容においては両者の間に違いは見られなかった。

ABSTRACT

　Apology is a key determinant for asymmetrical conflict resolution involving perpetrator and victim. Since apology 
explicitly or implicitly involves a promise that a perpetrator will change for the better, acceptance of it depends 
on whether a victim believes the promise or not. Assuming that those who are low in entity belief believe it, we 
predicted that they will accept the apology more than those who are high. 160 Japanese adults participated in a 
role-playing study on Web in which they read two conflict episodes, assuming themselves as the victim. After they 
received either apology or justification from the perpetrator, the participants rated the extent to which they would 
accept the account. Apology was more accepted than justification, but this was moderated by the entity belief, 
consistent with our prediction: The participants of low entity belief accepted apology more than those of high, while 
the two groups did not differ in the acceptance of justification.
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　しかし、現実の葛藤の中には、一方の当事者が他方
の当事者の関心や願望を一方的に侵害する非対称的事
態も存在する。それは加害者と被害者が存在する事態
であり、こうした非対称的葛藤では、交渉や妥協な
ど、対称的葛藤において有効とされる方略では不十分
な場合がある（Rouhana, 2011/2012）。

非対称的葛藤における釈明受容

　非対称的葛藤を解決するひとつの有望な方策は加害
者からの謝罪である。謝罪（apology）とは、被害発
生に対する自己の責任を認め、被害者を労り、将来の
行動改善を誓うことである（大渕, 2010）。それを被害
者が受け入れて加害者を赦すなら、葛藤状態は解消さ
れる。しかし、被害者が加害者の謝罪を受け入れない
こともあり、そうした場合には葛藤状態が持続するこ
とになる。それ故、非対称的葛藤解決において一つの
焦点は、加害者の謝罪を被害者が受け入れるかどうか
である。
　研究者たちは、謝罪受容を左右する要因の検討を行
ってきたが、被害強度（Ohbuchi, Kameda, & Agarie, 
1989）、被害タイプ（Kim, Ferrin, Cooper, & Dirks, 
2004）、被害者の性格特性（Brown , 2004; Risen & 
Gilovich, 2007）、文化（Lee & Park, 2011; Long, 2010）
といった多様な要因が取り上げられてきた。それらの
中で、決定的な役割を果たす要因は被害者が釈明をど
のように知覚・評価するかである。
　謝罪受容を左右する被害者の認知的評価には信憑性
判断と被害回復期待がある（大渕・山本・謝・渥美, 
2015）。謝罪が事実経過や加害者の心情などに関する
真実を述べていると知覚されるなら、つまり信憑性が
あると判断されるなら、被害者はそれを受容する可能
性が高い（Bibas & Bierschbach, 2004; Skarlicki, Folg-
er, & Gee, 2004）。しかし、加害者が必ずしも真実を
述べているとは限らない。「もう二度としません」と
いう加害者の言葉だけの謝罪を真に受けて赦した場合
には、被害者は再び同じ被害を受けるというリスクを
抱えることになる。こうした搾取を避けるため、被害
者は負事象の発生状況や加害者の人物像などに関する
情報を収集して、正しい信憑性判断に到達しようと努
力するが、その際、被害者がどのような情報に注目す
るかが実証的に検討されてきた（Kim et al., 2004; 大
渕, 2015b）。
　信憑性判断が搾取を回避したいという被害者の動機
に基づいているのに対して、被害回復期待という認知
評価は、自分が被った被害を回復したいという願望に
基づいている。被害者は文字通り何らかの被害を受け
ており、その回復に動機づけられている（Carlisle , 
Tsang, Ahmad, Worthington Jr., Witvliet, & Wade, 
2012）。裁判を起こして賠償請求する場合を考えてみ
ると、被害回復のために加害者の釈明は必須というわ
けではない。しかし、日常のトラブルにおいては、釈
明は被害回復期待にとって重要な認知的手がかりとな

るであろう（Fehr, Gelfand, & Nag, 2010; Hannon, 
Rusbult, Finkel, & Kamashiro, 2010）。加害者が謝罪
をして因果責任を認めるなら、たとえ「償いをしま
す」ということ明示的に述べていなくても、それは賠
償責任をも引き受けるという意志を含んでいるので、
被害者は強い被害回復期待を持つことができる。例え
ば、自動車事故に遭ったとき、相手運転手が「大変申
し訳ないことをしました」と謝ってきたら、被害者は
自分の損害が相手から賠償されるであろうと期待を持
つことができる。従って、加害者からの謝罪が被害回
復期待を高める場合には、被害者はこれを受容し、加
害者を赦すものと思われる。

謝罪受容のパーソナリティ要因

　謝罪受容は被害者のパーソナリティ特性によっても
影響されるであろう。謝罪には加害者のパーソナリテ
ィに関するポジティブ情報とネガティブ情報が含まれ
ている。謝罪の中で加害者は自分が負事象（違反や過
失）に関わったことを認めているので、これは加害者
のパーソナリティに関するネガティブ情報である。一
方、謝罪においては、加害者自身がこの悪行を悔い、
行動を改善するという誓いが表明されているが、これ
は加害者のパーソナリティに関するポジティブ情報で
ある（Kim, Dirks, Cooper, & Ferrin, 2006）。このポジ
ティブ情報を信じるかどうかが謝罪受容を決定するで
あろう。行動改善の誓いを信じるなら、被害者は加害
者との社会的関係を回復させることができると感じ、
加害者を赦そうとするであろうが、その誓いが言葉だ
けのもので、行動改善は期待できないと知覚するな
ら、被害者は加害者を赦そうとはしないであろう。
　他者のパーソナリティ変化を信じるかどうかに関す
る個人要因として、実体信念（entity belief）が挙げ
られる。これは、人間の本質は変わらないと見るか

（実体信念）、それとも変化しうるものとみるか（非実
体信念、incremental belief）というもので、この点に
関する個人差を測定しようとする潜在的パーソナリテ
ィ理論（implicit person theory）尺度がChiu, Hong, & 
Dweck（1997）によって提案されている。これによ
ると、人は変わりうると柔軟な見方をする人は加害者
の行動改善の誓いを受け入れ、これを赦すであろう
が、そうした柔軟な見方をしない人は、行動改善を信
じることができないので、加害者を赦そうとはしない
であろう。こうした議論から、実体信念の強い人は加
害者の謝罪を受け入れないが、反対に、それが弱い人
は受け入れるであろうと予測することができる。
　謝罪受容に関連すると思われる別のパーソナリティ
特性は寛容性（forgiveness）である。日本語の寛容
にはふたつの意味があり、一方は、違反や過失などの
不祥事を行った人を赦す（forgiving）こと、他方は、
自分とは価値観、態度、外観などにおいて異なる人た
ちを拒絶しない寛大さ（generosity）であるが、加害
者の謝罪に対する反応に影響すると仮定されるのは前
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者である。
　被害者は、一般に、加害者に対して怒りや憎しみを
抱き、これによって報復や加罰が動機づけられる。寛
容性とはこうした報復や罰の動機づけが低下すること
だが、それによって生み出される行動反応には、加害
者に対する報復や罰を控えるという消極的な姿勢から

（McCullough, 2000）、加害者を受け入れ社会的関係を
回復させようとする積極的な姿勢までが含まれる（En-
right, Freedman, & Rique, 1998）。
　こうした寛容特性を強く持つ人の特徴を測定するた
めにForgiveness of Others Scale （FOO：Mauger, 
Perry, Freemen, & Grove, 1992）、Transgression Nar-
rative Test （TNTF：Berry, Worthington, Parrott, Oʼ
Connor, & Wade, 2001）、Tendency to Forgive Scale

（TTF：Brown, 2003）など、いくつかの尺度が作ら
れてきた。これらの尺度を使った研究では、寛容特性
の高い人は葛藤において対決を回避し、友好的対処を
行い、加害者を赦す傾向が見出されている（Berry et 
al., 2005）。寛容性の概念や過去の実証研究の結果から
すると、寛容特性の高い人は一般的に人を赦す傾向が
あるので、加害者が謝罪をしてもしなくてこれを赦す
のではないかと予測される。
　以上より、加害者が謝罪した場合には実体信念の弱
い人は強い人よりもこれを赦すが、謝罪しない場合に
はこの信念の強い人も弱い人もこれを赦さないであろ
うと予測される（仮説１）。一方、寛容性の高い人は
低い人と比較して、加害者が謝罪した場合にもしない
場合にも、これをより赦すであろうと予測される（仮
説２）。これらの仮説を検証するために、日本人の成
人を対象に、Web上で役割演技実験を行った。

方法

参加者
　日本の20歳～ 60歳までの男女を対象に、2015年４
月、Web上で役割演技実験を実施した。参加者数は、
20代、30代、40代、50代（60歳を含む）それぞれ40名
で、男女同数であった。

手続き
　参加者には被害エピソードを提示したが、この中で
加害者は釈明（謝罪か正当化）を行った。参加者に
は、被害者の立場に立ってエピソードを読み、加害者
の釈明を受容するかどうかを評定させた。その後、特
性寛容性と非実体信念を測定する尺度に回答させた。
　被害エピソード　参加者に対して２種類の被害エピ
ソードを提示した。それは、①自転車走行中、人にぶ
つかられて洋服を汚し、軽いけがをした（事故エピソ
ード）、②共同で作業をしていた同僚が準備を怠った
ため、プレゼンに失敗し上司から叱責を受けた（共同
作業エピソード）である。どちらのエピソードにおい
ても、最後に、被害者は加害者から釈明を受けた。参
加者には、これらのエピソードを自分自身が被害者に

なったつもりで読むよう指示した。その後、参加者は
その釈明を受け入れるかどうか回答した。
　釈明　エピソードの最後に、加害者は自分の行為に
関する釈明を行った。謝罪条件では、加害者は悔恨を
表明し責任を認めたが、非謝罪条件ではそのどちらも
なく、むしろ加害行為が正当なものであったと主張し
た（正当化）。事故エピソードでの謝罪は「今回のこ
とについては、本当に申し訳ありません。すべて私の
責任です」、正当化は「とても大切な用事があって急
いでいたのです」、 共同作業エピソードでの謝罪は

「今回の件については、本当に申し訳なく思っていま
す。すべて私の責任です」、正当化は「他にもっと重
要な案件があったのです」だった。参加者をランダム
に謝罪条件と非謝罪条件に分け、謝罪条件の参加者に
は、加害者が謝罪するエピソードだけを与え、非謝罪
条件の参加者には、加害者が正当化するエピソードだ
けを与えた。
　釈明受容　加害者に対する被害者の赦しの測度とし
て本研究では釈明受容を測定した。エピソードを読ん
だ後、参加者には、加害者からの釈明を受け入れよう
と思うかとたずね、６点尺度（１「全くそう思わな
い」～６「強くそう思う」）で回答するよう求めた。
　パーソナリティ測度　本研究では、実体信念を測る
ために、Chiu et al. （1997）がimplicit personality the-
oryを測るために用いた項目を日本語に翻訳して用い
た。それは「ある人がどんなタイプの人間であるか
は、変えることが難しい根本的なものである。」、「何
をどうするかは経験によって変わるが、人の本質部分
は変わることがない。」、「ある人がどんな種類の人間
であるかは、本質的に変えようがない。」である。
　特性寛容性の測定ではBrown（2003）が開発した
TTFを日本語に翻訳したものを用いた。それは「私
は誰かに気持ちを傷つけられても、すぐに立ち直る傾
向にある。」、「人から不当な扱いを受けると、私はか
なり後になってもそのことについて考えがちである

（逆転項目）。」、「私は恨みを持ちやすい傾向にある
（逆転項目）。」、「人から不当な扱いを受けたとき、私
は単に許して忘れるようにしている。」の4項目から成
る尺度である。
　参加者に実体信念と特性寛容性を測る項目を示し、
それらが自分にどの程度よくあてはまるかとたずね、
６点尺度（１「全くそう思わない」～６「強くそう思
う」）で回答するよう求めた。

結果

実体信念の効果の検討
　釈明受容の得点はエピソード①と②の平均値、非実
体信念の得点は３項目の平均値とした。釈明タイプと
実体信念の釈明受容に対する効果を検討するために、
釈明受容を従属変数、性別、年代、釈明タイプ、実体
信念を独立変数とする階層的重回帰分析を行った。性
別と釈明タイプはダミー変数で、男性＝１、女性＝
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２、謝罪＝１、非謝罪（正当化）＝２としが、その
後、これらを含めて全変数を標準化した上で分析を実
施した。
　表１に示すように、まず性別、年齢、釈明タイプを
独立変数とする重回帰分析を行ったところ（モデル
１）、釈明タイプだけが有意で、謝罪を受けた参加者
の方が正当化を受けた参加者よりも有意にその釈明を
受容した。次に、モデル２では、独立変数に実体信念
を追加したところ、非有意だが、この信念の強い参加
者ほど加害者の釈明を受容しない傾向が見られた。最
後に、モデル３として、独立変数に釈明タイプｘ実体
信念の交互作用項を追加したところ、その効果は有意
だった。
　この交互作用の意味を検討するために、単純傾斜検
定を行ったところ、図１に示すように、実体信念が強
い参加者も弱い参加者もともに（β＝－.354, －.665, 
ps＜.01）、正当化よりも謝罪を有意に多く受容した。

次に、謝罪条件において実体信念の違いを分析する
と、それが弱い参加者は強い参加者よりも有意に謝罪
を受容した（β＝－.287, p＜.01）。一方、非謝罪条件
においては、両群の間に受容度において有意な違いは
見られなかった（β＝.023, p＞.10）

寛容性の効果の検討

　特性寛容性はBrownの４項目の平均値として、実体
信念と同じやり方で特性寛容性が釈明受容に与える効
果を重回帰分析によって検討した。表２に示すよう
に、モデル２において特性寛容性を、モデル３におい
ては釈明タイプｘ特性寛容性の交互作用項を独立変数
に追加したが、いずれも有意な効果が見られなかっ
た。この結果は、釈明受容に関して特性寛容性は全く
影響を与えなかったことを示している。

図 1　 釈明受容に対する釈明タイプｘ実体信念の交互
作用効果

2

2.5
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謝罪 正当化

実体信念弱
実体信念強

表１　釈明受容に対する釈明と実体信念の階層的重回帰分析
独立変数 モデル１ モデル２ モデル３
性別 －.009 －.021 －.008
年齢 －.086 －.102 －.092
釈明タイプ －.511

＊＊ －.509
＊＊ －.509

＊＊

実体信念 －.122
＋ －.144

＊

釈明タイプx実体信念 .148
＊

R2
.269

＊＊
.284

＊＊
.305

＊＊

ΔR2
.015

＋
.021

＊

表２　釈明受容に対する釈明と特性寛容性の階層的重回帰分析
独立変数 モデル１ モデル２ モデル３
性別 －.009 －.001 －.002
年齢 －.086 －.082 －.084
釈明タイプ －.511 －.520

＊＊ －.520
＊＊

特性寛容性 　 　.068 　.066
釈明タイプx特性寛容性 　 　 －.014

R2
.269

＊＊ 　.274
＊＊ 　.274

＊＊

ΔR2 　 .004 0
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考察

　図１は謝罪受容に関する実体信念の効果を示したも
のである。これによると、実体信念の強い参加者も弱
い参加者も、正当化よりも謝罪した加害者をより赦す
と答えたが、謝罪した加害者を赦した程度は実体信念
の弱い参加者の方が有意に高く、これらの結果は、仮
説１を完全に支持するものであった。即ち、本研究結
果は、加害者が謝罪した場合には実体信念の弱い人の
方が強い人よりもこれを赦したが、加害者が謝罪しな
い場合にはこの信念の強い人も弱い人もこれを赦さな
かったことを示している。
　パーソナリティ特性の違いに関わらず、正当化より
も謝罪した加害者が赦されるという結果は、釈明に関
して内外において行われてきた従来の研究を再確認す
るものである（大渕, 2015b）。これが、20代から60代
までの男女を含む多様な人たちを対象に行われた研究
で得られたものであることは、謝罪の宥和効果の頑健
性と一般性を示唆するものである。本研究では、これ
に加えて、これまで検討されてこなかった実体信念の
個人差が謝罪効果を調整するという新しい知見を見出
すことに成功した。
　実体信念の効果は、それが謝罪によって伝達される
メッセージの特質に関わるものであることから取り分
け有意義で、謝罪の宥和効果を心理学的に一層掘り下
げることに貢献している。謝罪の中核的メッセージ
は、加害者による行動改善の誓い、即ち、行動を変え
る意志があることを表明するものであるが、これは加
害者自身がパーソナリティ変化を約束することでもあ
る。謝罪の受け手にとっては、このメッセージを信じ
られるかどうか、そこに信憑性があると認知するかど
うかが謝罪受容の決め手となるであろう。
　本研究は、この点をパーソナリティ特性の観点から
検討したものである。実体信念とは、意欲との関連で
知能の可変性に対する態度としてDweck （1999）が取
り上げたものである。彼女は知能が不変であるという
実体信念を持つ学生は困難な課題に挑戦する意欲に乏
しく、学業成績が悪化しやすいこと、一方、知能は変
化しうるという非実体信念を持つ学生は、内発的動機
づけが強く、困難な課題への挑戦を楽しみ、結果とし
て学業成績が高まることを見出した。
　Dweckの理論は自己に関する不変信念で、それが
意欲や達成に与える影響を論じたものだが、それは他
者の行動を知覚したり、これに反応する場合にも影響
を与えると考えることができる。 実際、Ch iu e t 
al.（1997）は、他者の行動から内的性質を推測させた
り、他者の将来の行動を予測させるという作業をさせ
ると、人間性に関して強い実体信念を持つ人ほど高い
確信度でそうした作業を行うことを見出した。Chiu
たちはこれを素朴な性向主義（lay dispositionalism）
と呼んだ。それは一種の暗黙のパーソナリティ理論
で、人はみな内部に強固な不変の個性的性質を持って

おり、行動はその表れであるという信念の強さであ
る。
　この素朴な性向主義は、本研究が取り上げたような
加害・被害状況では、加害者に対しても向けられるで
あろう。たとえ加害者が謝罪し、将来の行動改善を誓
っても、実体信念の強い性向主義者は、人間の本性は
変わらないと見るので、行動改善の誓いに疑念を抱
き、非性向主義者に比べると、謝罪を受容しようとは
しなかったものと思われる。このように、本研究結果
は、加害・被害事態における社会的相互作用に対して
実体信念が影響を与えることを示している。
　しかし、本研究では、謝罪受容という反応を測定し
ただけで、性向主義者が実際に加害者の行動改善の誓
いに対して疑念を抱いたかどうかは調べていない。つ
まり、謝罪に対する参加者の反応を生み出す内的過程
において、実体信念が彼らの認知処理にどのように影
響を与えたのかは解明されておらず、これが今後の課
題である。
　特性寛容性の効果を予測した仮説２は支持されなか
った。即ち、主効果としても交互作用としても、特性
寛容性は釈明受容に何の影響も与えなかったのであ
る。米国ではTTFを開発したBrown自身が、この尺
度で大学生たちの特性寛容性を測定し、釈明受容に対
する効果を検証している（Brown & Phillips, 2005）。
この研究では、大学生たちに過去3年間で人から被害
を受けた出来事を想起させ、このとき加害者を赦した
かどうかたずねた。その結果、特性寛容性の高い学生
たちは、被害が小さい場合も大きい場合もともに相手
を赦すことが多かった。また、加害者が謝罪したとき
には、たいていの学生が加害者を赦したが、このとき
も特性寛容性の高い学生ほど宥恕反応が強かったこと
から、寛容性の高い学生たちは謝罪に対しても好意的
であったことが示されている。
　本研究結果はBrownたちが得た知見とはまったく異
なるもので、特性寛容性の影響はほとんど見られなか
った。もちろん両者の間には、研究方法と参加者にお
いて大きな違いがある。Brownたちは実体験を想起さ
せるというエピソード法だったが、本研究は架空の状
況を使った役割演技法である。また、本研究の参加者
は、Brownたちの参加者と比較すると、文化も違えば
年代も広範囲である。特性寛容性を測定するために使
った尺度自体も翻訳という段階が介在しているので、
精度自体も同じではない可能性もある。それ故、本研
究結果から、特性寛容性が釈明受容に影響しないとは
断定できないであろう。日本におけるTTFの精度を
再確認したり、あるいは他の尺度を用いるなど、特性
寛容性の測定に工夫を凝らすことによって、日本人を
対象にした検討を更に継続する必要があろうと思われ
る。
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